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１．研 究 目 的 

近年の「患者調査」（厚生労働省）の結果によると、精神疾患を理由として医療機関を

訪れる人々は増加傾向にあり、特に通院患者の増加は著しい。しかしそれでも、精神疾患

に罹患している人のうち医療機関を受診している人の割合はまだ少ないといわれている。

精神疾患にかかった場合、受診する人と受診しない人が生じる原因の一つとして、人々の

精神疾患に対する理解のあり方やその文化社会的文脈が関わっている可能性がある。たと

えば、目の前の症状を深刻と考えるか否か、その原因を何ととらえるかが異なれば、その

問題の解決にあたっていつ誰に相談するのが適切かの判断も当然異なってこよう。このこ

とが、本人またはその家族・友人が精神疾患にかかった場合の対応の差異を生んでいる可

能性がある。精神疾患にかかった本人・家族・友人とも症状の深刻さに気づかない場合、

あるいは気づいたとしてもそれを病気であるととらえなかった場合、またそのようにとら

えたとしても精神疾患への偏見が強い場合、適切な治療に結びつくには時間がかかること

が予想される。精神疾患も他の疾患と同様、疾患が疑われる場合はできるだけ早期に適切

な治療に結びつくことが望ましいが、それを実現するには、地域の人々の精神疾患につい

ての理解の現状を正確に把握することがまず求められよう。本研究は、2006 年に実施した

全国調査の結果をもとに、地域に住む人々が、精神疾患が疑われる２つのケースについて、

どのようにとらえ、誰にあるいはどのような機関に相談するのが重要と考えるのか、また、

そうした判断はどのような理解・文化社会的文脈と関わっているのかを明らかにすること

を目的としている。  

２．研究の視点および方法 

 日本国内に居住する 18 歳以上 65 歳未満の男女を対象として、住民基本台帳をもとに、

層化二段階無作為抽出法により 1,800 名を抽出し、2006 年 8 月から 10 月にわたって、訪

問調査員による面接調査法と留置き自記式記入法のいずれかにより、調査を実施した。有

効回答数は 994 票（男性 47.3%, 女性 52.7%, 平均年齢 45.1 歳）であった。 

 調査にあたっては、統合失調症の症状をもつ登場人物とうつ病の症状をもつ登場人物、

それぞれを描いた２つのヴィニエットについて、登場人物Ａさんが男性の場合と女性の場
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合の２ケースを用意し、計４種類のヴィニエットを調査対象者にランダムに振り分けた。

調査対象者には、それぞれに割り当てられた一つのヴィニエットを読んでもらい、その後

Ａさんについての質問項目について選択式で回答してもらうという方法をとった。 

３．倫理的配慮 

調査対象者には、事前にはがきを送付して調査を依頼するとともに調査員訪問を告知し

た。調査員訪問時には、調査の目的・方法等を説明し口頭で同意を得た。データ収集にあ

たっては、個人情報の管理が徹底している民間の調査機関を利用しプライバシーの確保に

努めた。また、本研究の実施にあたっては東京大学医学系研究科・医学部倫理委員会の承

認を得た。 

４．研 究 結 果 

１）誰に相談にいくことが重要か  

Ａさんが自分の状態に対する援助を得るためにできる６つのことについて、それぞれど

の程度重要だと思うかを「1 全く重要でない」から「10 とても重要だ」までの 10 段階で

たずねた。この結果、「家族に援助を求める」ことを重要（6～10）と答えた人が全体の 92.3%

と最も多く、続いて、「精神保健の専門家（カウンセラー、セラピスト、ソーシャルワーカ

ー等）に診てもらう」、「精神科医に診てもらう」、「医師に見てもらう」、「友達に援助を求

める」、「宗教上の頼れる人（住職、牧師など）に話す」の順に、それぞれを「重要」と答

える人の割合は多かった。  

２）「誰に相談にいくことが重要か」の判断に関わる要因  

 Ａさんが自分の状態に対する援助を得るためにできる６つのことのそれぞれについて、

重要だと思う意識を従属変数とし、関連すると思われる要因（症状の深刻さの判断、症状

の原因に関する認識、自傷他害の可能性についての認識、ヴィニエットの種類、回答者自

身の社会的属性等）を独立変数とし、「誰に相談にいくことが重要か」の判断に関わる要因

を重回帰分析によって検討した。その結果、症状の深刻度や症状の原因をどのようにとら

えるかによって、「誰に相談にいくことが重要か」の判断は左右されることが明らかとなっ

た。自傷他害の可能性についての認知のあり方も、「誰に相談にいくことが重要か」を判断

する要因となっているが、自傷と他害の可能性はそれぞれ異なる効果をもたらすことが確

認された。このほか、回答者の属性が「誰に相談にいくことが重要か」の判断に及ぼす影

響についても、興味深い知見が得られた。  
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